
日本語使用機会の減少、
学習動機の低下、学習
可能地域が限定的、教
師不足、ボランティア依
存

対象者・対応する機関・組織等 教育・学習の課題

成人生活者…自治体、国際交流団
体、外国人支援団体、日本語学校
等

年少者・言語形成後期移住…学校
（初期指導・国際学級・夜間中学）、
各種支援団体等

留学・高度人材…大学・日本語学
校等

就労・技能実習…受入企業、監理
団体、自治体、国際交流団体等

① ② ③

日本語力不足の中
長期在留外国人の
増加、日本社会と
の接点不足、社会
参加困難、社会的
分断

日本語教育の推進に関する法律の各項目を踏まえ、日本語教育を通したよりよい社会のあり方を
検討し実現するために包括的かつ多面的に現状・課題・方策を議論する必要性
日本語教育の推進に関する法律の各項目を踏まえ、日本語教育を通したよりよい社会のあり方を
検討し実現するために包括的かつ多面的に現状・課題・方策を議論する必要性

「人をつなぎ、社会をつくる」日本語教育の国内外の状況について
２０１9年１1月22日

国内共生社会の実現・諸外国との交流促
進、友好関係発展を目指す日本語教育
国内共生社会の実現・諸外国との交流促
進、友好関係発展を目指す日本語教育

【取り組みの前提】

・日本語教育政策の上位概念としての社会統合政
策、言語政策等制定による日本語教育の位置づけ
の明確化

・エビデンスに基づいた政策立案のための大規模か
つ継続的調査の実施（研究機関・地方公共団体等）
【基本理念①】

・居住地域、経済的状況、出自に関わらず公平に学
ぶ場が確保できるための普及計画
・権利としての日本語学習の保障
【基本理念②】
・持続性のある日本語教育人材育成システム構築

・効果的な日本語学習を促すオンライン学習等の仕
組み構築
・日本語能力評価体制の改善

・受験や資格認証の行える日本語能力証明システ
ム構築（電子認証含む）
・地域の日本語教育の質向上
【基本理念③】

・教育政策との連携による学校教員に対する啓発活
動、学校教員養成プログラムの改善
・労働政策との連携による就労・キャリア形成の改善
【基本理念④】
・地方公共団体の基本計画策定

・住民の共生に向けた啓発活動実施（やさしい日本
語や異文化理解）
【基本理念⑤】

・日本語教育および日本文化輸出の重点化（孔子学
院、ゲーテ等事例の日本版構築）
【基本理念⑥】
・外国人等のキャリアパスの明確化
・外国人等の主体的な社会参加の機会確保
【基本理念⑦】
・国内外での母語保持の取り組み推進

「日本語教育の推進に関する法律」を踏まえた方策④

海外学術・専門…現地大学日本語
学科等

就労・留学準備…現地日本語学校、
現地「送り出し」機関等

専門家による初期教育不
足、継続学習困難、ボラ
ンティア依存、学習者少

日本語能力不足事例増
加、非漢字圏出身者増
加による到達度の低下、
学習の動機付け低下、
専門性を持った教師の
不足

日本語母語話者（海外在留経験
者等）…学校等

学校不適応、「グ
ローバル人材」の国
外流出

社会的課題

多・異文化に対する学
校側の理解と対応、学
校教育と日本語教育の
連携、学習言語能力の
発達支援、言語能力未
発達（ダブルリミテッド）
による学習課題対応の
専門家不足、母語・母
文化の保持、アイデン
ティティの保持と尊重

日本生まれ2世、言語形成前期移
住…家庭、学校（取り出し・特別支
援教育・夜間中学）、各種学校、外
国学校等

不就学者・進学困難
者増加、就労やキャ
リアアップの機会喪
失、貧困および階層
固定化懸念、税収・
社会保障費等への
影響懸念

母
語
・
第
一
言
語

第
二
言
語

継
承
語

外
国
語

海外日系移民・海外在留邦人（長
期）の子…家庭、日系日本語学校、
日本語補習校、支援団体等

日
本
国
内

海
外

日本語学習成果の低迷、
十分な日本語力を持つ
教師の不足

娯楽・趣味学習者…独習

日本とのつながりの
希薄化による日本の
国際的プレゼンス低
下

資料４



資料：公益社団法人日本語教育学会概要
【沿革】
1962年 「外国人のための日本語教育学会」として発足
1977年 外務省及び文部省（当時）より社団法人認可
2013年 公益社団法人へ移行認定

【会員数】
約4000人（文系学会では最大級）

男性 女性

個人会員 男女比

個人会員 職種別分布

教師

大学

大学以外

学生

その他

不明
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